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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、組織コントロールが組織メンバーに与える影響について従業員の
アイデンティティの観点から考察することであった。研究の結果、組織コントロールと従業員のアイデンティフ
ィケーションの関係は、アイデンティティ志向によって媒介され、自己概念によって調整される一連の過程が部
分的に確認された。また、組織コントロールは従業員の公正知覚に重要な影響を及ぼすとともに、知覚された公
正によって組織における従業員のアイデンティフィケーションの対象に差がみられることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this study was to examine the effects of organizational 
control on employees' behavior from the perspective of identity and identification in an 
organization. The results of the survey have shown that a series of processes in which the 
relationship between organizational control and employees’ identification is mediated by identity 
orientation and moderated by self-concept orientation. Furthermore, additional analyses of the data 
revealed that organizational control not only has a significant impact on employees' perception of 
fairness but also that the target of identification in the organization relies on perceived fairness
 by their members.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、組織コントロールと組織アイデンティフィケーションの関係を明らかにするという未開拓領域に注
目するものであり、課題はあるものの、特に定量的な実証を試みた点は、両分野にとって学術的意義をもつもの
と考える。また、実務的には、どのコントロール方法を実行するかによって、特定の従業員のアイデンティティ
志向が強化され、それがまた職場におけるアイデンティフィケーションのターゲットを決定すること、従業員の
アイデンティフィケーションを高めるためには、公正知覚を考慮したマネジメントが必要である点、個人的自己
概念志向が強いからといってアイデンティフィケーションの程度が弱いとは限らない点などが示唆された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 

 組織コントロールは、組織の目標達成と存続を支援するものとして概念化されてきた。一

般に組織コントロールは「組織目標を達成させる方法とプロセス」または「組織目標を達成

させるために、組織内個人やグループを方向づけるプロセス」として捉えられる

（Eisenhardt,1985; Flamholtz et al., 1985; Jaworski, 1988; Ouchi, 1977, 1979）。今日の

ような目まぐるしい環境変化の下で組織が存続するには、環境に適応しながら持続的に目

標を達成することが不可欠である。したがって現代の企業の最優先課題は、柔軟性と創造性

の確保といえるのであり、従来とは異なる角度からのアプローチが求められる。 

 これまでの多くの先行研究は、組織の目標達成を意図したコントロールのあり方につい

て、利己主義的な人間観の下で組織と個人の利害は対立することを前提とし、組織目標を達

成するためのルールや手続き、組織構造、ヒエラルキーなどといった強制的なコントロール

方法に注目するものであった。それゆえ、そうした議論は、コントロール行為の主体である

マネジャー（controller）に重点がおかれ、コントロール対象である一般従業員の観点は看

過されてきたといえる。 

 その一方で、信念コントロール（Simons, 1995）や文化的コントロール（Ouchi, 1980）

などのコントロールのインフォーマルな側面の重要性に言及する研究がある。特に近年で

は、伝統的な組織コントロール研究とは異なる前提にもとづいてメンバー個人のアイデン

ティティと組織コントロールの関係を解明しようとする研究が徐々に登場しはじめている

（Alvesson & Willmott, 2002; George & Qian, 2010）。しかしながら両者の関係について

の研究のほとんどは、理論的考察にとどまっており、科学的裏付けの不足という課題が残さ

れているのが実情である。したがって、個人のアイデンティティという従業員視点にたつ組

織コントロール研究は未開拓領域が多い分野といえる。 

 

 

２．研究の目的 

 

上述の研究背景を踏まえ、本研究は、アイデンティティ志向概念を導入し、アイデンティ

ティとアイデンティフィケーションの観点から組織コントロールについての理論モデルを

構築し、質問票調査を通じて定量的に検証することを研究目的とした。つまり、本研究では、

（１）組織コントロールが従業員のアイデンティティ志向に与える影響、（２）アイデンテ

ィティ志向が職場における異なるタイプのアイデンティフィケーション―関係アイデンテ

ィフィケーションと組織アイデンティフィケーション―に与える影響を定量的に検討し、

組織コントロールの影響過程を実証的に解明することが企画された。 

 

 

３．研究の方法 

 

本研究では、アンケート調査を通して組織コントロールの影響過程を実証的に検討する



ことにした。研究当初は、個人のアイデンティティが国の文化や価値観などによって大きく

影響されることから、アメリカ・カナダ・ドイツを中心とした多国間比較分析を行い、企業

の海外進出、目標達成、職務満足などへの理論的・実践的インプリケーションを提示するこ

とを試みた。 

 だが、自己概念志向やアイデンティティ志向に関する定量研究はほとんど見当たらず、海

外でのアンケート調査を実施するに先立ち、測定尺度の開発、その信頼性と妥当性、そして

理論モデルを再検討する必要があった。より精緻かつ現実的な理論モデル構築のため、研究

初年度には、過去に実施したアンケート調査結果を論文としてまとめ、日本国内外の学会で

報告するなど積極的なフィードバックを行った。それらのピアレビューを通じて、多国間比

較分析を行うには、組織コントロール、自己概念志向、アイデンティティ志向、アイデンテ

ィフィケーションといった構成概念を総合的に捉える分析モデルでは限界があることがわ

かった。さらに、新型コロナウィルスの影響により、国際比較研究は断念せざるを得なかっ

た。 

 以上の理由により、本研究は軌道修正をはかり、Ouchiが提唱した３つの組織コントロー

ルの類型別にその過程を再検討することにした。すなわち、「官僚型コントロールの認知→

関係アイデンティティ志向→関係アイデンティフィケーション」、「クラン型コントロール

の認知→集団アイデンティティ志向→組織アイデンティフィケーション」の一連のプロセ

スとこの関係性に自己概念志向と組織的公正が介入するプロセスモデルの提示を目指した。

ただし、これらのプロセスは非常に単純な関係を想定しているため、（たとえば、各タイプ

の組織コントロールの相互作用もしくは組み合わせの観点から従業員のアイデンティティ

志向とアイデンティフィケーションの対象を分析すること、そしてそれらの関係が従業員

の職務満足や転職意思などといった結果変数にどのような影響を与えるかを解明すること

など）今後さらなる分析と理論の拡張が求められる。そこで本研究では、国際比較研究の代

わりに縦断的研究を意図し、組織コントロールに対する認知の変化が従業員のアイデンテ

ィティ志向やアイデンティフィケーション、組織的公正の認知に与える影響についても検

討することにした。そこで、研究最終年度には、組織コントロール、自己概念志向、アイデ

ンティティ志向、組織的公正、職務満足などが含まれる分析モデルに拡張し、Web 調査会

社を利用してアンケート調査を実施した。 

 

 

４．研究成果 

 

 これまで本研究では、アイデンティティの視点から組織コントロールの影響過程を明ら

かにするために、構成概念の操作化、測定尺度の開発と修正、理論モデルの精緻化、質問表

調査による理論モデルの検証などを試みてきた。分析には、2017 年に日本の 5 つの業界で

働く正社員 1,060 名を対象に実施されたアンケート調査のデータが使用された（N = 1,060）。

分析の結果、本論文で提示された分析モデルの構成概念の測定尺度は統計的には十分な信

頼性と判別妥当性をも確保しており、コモン・メソッド・バイアスは回避されていた。仮説

検証には主に OLS 回帰分析が使用された。その結果、部分的ではあるが、従業員による組織

コントロールの認知が従業員の個人的、関係的、集団的アイデンティティ志向を媒介し、対

人関係と組織をターゲットとするアイデンティフィケーションに影響するという当初予想

されていた一連の過程が確認されたのである。 



 その後においても、組織コントロールの影響過程が継続的に検討・検証された。特に、組

織的公正は、組織アイデンティフィケーションの重要な先行要因でありながら、組織コント

ロールの結果要因でもあることに着目し、組織的公正の影響と３つの自己概念志向の調整

効果に関する理論的かつ実証的に考察を行った。その結果、従業員による公正知覚は関係ア

イデンティフィケーションと組織アイデンティフィケーションの両者に有意な正の影響を

与えることが実証された。さらに、組織公正知覚と組織におけるアイデンティフィケーショ

ンの関係におけるアイデンティティ志向の調整効果について分析したが、関係レベルの効

果は示されなかったものの、個人レベルと集団レベルでは負の調整効果が確認された。 

 まとめると、本研究により、組織コントロールの影響過程における①アイデンティティ志

向の媒介効果、②自己概念志向の調整効果、③自己概念志向とアイデンティティ志向の関係

が部分的に確認された。言い換えれば、各タイプのコントロールによって強化される従業員

のアイデンティティ志向は異なり、それが職場におけるアイデンティフィケーションのタ

ーゲットを決定するのである。また、追加的研究では、④従業員の組織内対人関係と組織に

対するアイデンティフィケーションを高めるには、公正知覚を高める公正マネジメントが

必要であること、⑤個人的自己概念志向が強いとしても組織に対するアイデンティフィケ

ーションが弱いとは限らないこと、⑥集団的自己概念志向が強い従業員の場合、手続的公正

知覚が強いと組織に対するアイデンティフィケーションが弱まる可能性があることが示唆

された。 

 以上のことから、本研究は、組織コントロール研究に対して新たな視点とアプローチの可

能性を定量的に示した点、さらに組織アイデンティフィケーション研究に対して近年注目

されつつある関係アイデンティフィケーションをも考慮した点と組織アイデンティフィケ

ーションの組織的先行要因と個人的先行要因を同時に取り入れたモデルを構築した点など、

組織コントロール研究のみならず組織アイデンティフィケーション研究にも理論的インプ

リケーションをもつものと考える。 
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